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* 
 今日、企業にかかわって「関係」という言葉は、どんな文脈でもっとも目にするだろうか。
企業間の戦略的提携関係――戦略的アライアンスと言われることもあるが――、あるいは企業
とステークホルダーとの関係、といったところだろうか。経営組織論では、だいぶ前のことに
はなるが、組織間関係論というテーマが流行ったときもある。 
 こんなつぶやきのような書き出しで始めたのには、実は、少々、わけがある。その三者とも、
「関係」とは何かについて、あまり突き詰めて考えていないという共通の瑕疵があるように思
えるのである。その瑕疵とは、それらの関係が生まれる以前に、当然のごとく、独立した企業
や組織があると考えていることである。 
 少し、敷衍してみよう。組織とは、そもそも、どんなものとして考えられていただろうか。
「調整された活動のシステム」を最大公約数的なものとして提示することに大方の納得は得ら
れるとすると、組織間関係のほとんどは、実は、「調整された活動のシステム」としての組織と
して考えることができるのである。 
 いや、組織間の対立ないし紛争の関係だってある、という反論がなされるかもしれない。国
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際関係論では、確かに、そのようなケースが取り扱われているだろう†。しかし、こと経営組織
論における組織間関係論では、そうはいかない。組織間の対立や紛争は、むしろ、組織間関係
の外部である「市場」や「司法† †」の場における１つの状態である、とその類の組織間関係論
は言わざるをえないだろう。そして、市場や司法は、組織間関係論とは別の学問分野において
考えられるべき問題である、ということになる。組織論では、組織内の部分システム間での対
立や紛争が「調整されるべき問題」と一般的には考えられているのと同様に、組織間関係論で
も組織間の諍いは、「市場」や「司法」の場に投げ出されるまえに、「調整された活動のシステ
ム」となって、終息させられなければならないのである。でないと、組織間関係論は、そのテ
ーマを他の学問分野に譲り渡してしまうことになる。 
 このように「調整された活動のシステム」としては、組織も組織間関係も同様の事象として
括れるとすれば、それでも「組織ではなくて組織間関係があるのだ」と言うためには、「調整さ
れた活動のシステム」とは異なるやり方で組織を規定しなければならない。もっとも簡便な方
法は、これ位のものを皆
．
は１つの組織と見ている、というものだろう。それと他の組織の関係
は組織間関係である、という見方である。だが、それは、学問の基盤を自ら掘り崩す態度では
ないだろうか。 
 
* * 
 同様の構図は、企業間の戦略的提携関係にも当てはまる。いわゆる経営学において、企業が
生産活動を通じて利益を追求する存在――筆者はそうは見ないが――であるとすると、戦略的
提携関係にある事業分野は、それ自体１つの企業と見ることができるのではないだろうか。こ
んなことを言うと、いや、それは法人としては独立しており、他の事業分野では市場で熾烈な
競争をしている企業同士が、ある事業分野に限って協力関係に入ることであり云々、といった
お叱りの声がどこからか聞こえてくるに違いない。しかし、これもまた、「法的には」という異
なる学問分野からの見方を、企業を考えるときに忍び込ませて、それに拠って、確固とした１
つの企業があると思いこんだ結果にすぎない。戦略的提携関係を経営学的に考えたいというの
であれば、それはその関係にある限りにおいて１つの企業が成立していると見る方が、むしろ
自然なのである。 
 決算のときには･････という声に対しては、このように応えておこう。それは、会計学ないし
は会計基準から見た「企業」にすぎない、と。そこでは、法的には独立した複数の企業が、連
結決算の際に１つの会計実体（言わば、企業）として扱われている。これは、経営学的に企業
を見ているのではなく、会計学的・会計基準的に、ないしは関連法規の観点から企業を見た結
果である。投資家あるいは株式市場の目から見やすいようにされた企業である、ということも
付け加えておいてもよいだろう。 
                                                          
† もっとも、国家間の紛争ないし戦争状態を扱う国際関係論においても、当事者同士の徹底的な殲滅でも
って事態が終息すること――つまり、当事者がすべて消えてなくなるという事態――を考えないとすれば、
それは最終的には調整されるべきものと考えられているのであって、大同小異ということにもなるが。 
†† ここでは、いわゆる裁判外紛争解決手続（ADR）も含めて考えている。 
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 さて、さきほど、「いわゆる
．．．．
経営学的に企業を見ると」と述べた。では、「いわゆる」がつか
ない「経営学的」に企業†を見ることを、ここではどのようなものと考えているのか、明らかに
しておこう。今更ではあるが、managementの訳語としての経営は、manage（経営する）の名詞
形である。「経営する」とは、したがって、取り扱いにくいモノやコトをうまく取り扱う、とい
うことになる。企業は、財やサービスの生産活動が成立している１つの「場」である。ゆえに、
「その場をうまく成立させ、取り扱うには」という観点から企業を見るのが、ここでの「経営学
的に企業を見る」ということになる。 
 このような企業観に照らしたとき、「企業とステークホルダー間の関係」といった言い方は、
どのような性格のものとして浮かび上がってくるだろうか。そこには、まず、企業が在って、
しかる後にその企業が立ちゆくために、やはり独立して在る諸々のステークホルダーと良好な
関係を取り結ばなければならない、という思考がある。この発展型として、企業は、諸々のス
テークホルダーを目的として扱わなければならない、つまり、企業は、ステークホルダーの役
に立たなければならない、という考え方もある。いずれにしても、これらの思考を目に見える
形にしたものが、企業を中心にして、そのハブから伸びた何本かのスポークの端に各ステーク
ホルダーを置く、という例の図に他ならない。 
 しかし、各ステークホルダーと独立した生産活動の場なるものを筆者は想像できない。ステ
ークホルダーという概念をとりあえず生かしておくとすれば、各ステークホルダーの活動が交
織する場こそが「企業」である、ということになるだろう† †。これでも、いまだ徹底し切れて
いない憾みが残る。というのは、ステークホルダーという言葉自体が、何か先に
．．
在るものに賭
けているということだからである。そして、その「先に在る」ものは「企業」ということにな
らざるをえない。このような自家撞着に陥らずに済ませるためには、まず、活動の交織する場
――当然、それは「関係」である――があって、そこへの関わり方に応じて、さまざまに性格
が異なる関係者――関係に賭けているという意味でのステークホルダー――が切り出される、
と考えるしかない。このような考えは荒唐無稽だろうか。 
 
* * * 
 組織間関係、企業間関係、そして企業とステークホルダーの関係という、いわゆる経営学に
おいて、むしろ親しまれているテーマに対して論難を加えていると見られたとしたら、それは
不本意である。ここまで書いてきたことは、たとえば、システムというものを考えるとき、要
                                                          
† ここでの「企業」は、日常、漠然と共通に認識されている企業である。これまで別の場所でも論じてき
たが、それは、当然、より厳密に規定されなければならない。詳しくは、拙稿「リアルとは何の謂いか―
経営学関連分野を中心に―」『経営情報研究―摂南大学経営情報学部論集―』第 11 巻第 1号（2003年 7月）
や「経営と公共性」同第 15巻第 2号（2008年 2月）などを参照していただきたい。そこでは、「（狭義の）
企業」、「事業」、「経営」からなる「経営体」という概念が論じられているが、この経営体こそ、日常用語
の企業を詳らかに考察した結果、提起された概念である、ということだけ指摘しておく。 
†† これは、筆者の独創ではない。たとえば、Rosenthal, S.B., and Buchholz, R.A., Rethinking Business Ethics: A 
Pragmatic Approach, Oxford University Press, 2000. 岩田浩・石田秀雄・藤井一弘訳『経営倫理学の新構想―
プラグマティズムからの提言―』文眞堂、2001 年、の第 10章「プラグマティズムと企業に関する今日の
経営倫理学のパースペクティヴ」の「ステークホルダー理論」の項（pp.149-157, 192-200ページ）を参照。 
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素にまず目がいくか、それとも関係に目を向けるか、という２つのやり方があるとして、その
後者の方に与している、ということにすぎないとも言えるからである。 
 関係から要素が現れるのみならず、それらに何らかの性格が与えられるという考え方は、実
は、それほど突拍子なものではない。精神医学者の木村敏は、普通は少なくとも２つ以上の事
物がすでに与えられていて、それらの事物の欠脱している空白部を指す「あいだ」が、もとも
と連結や関係といった意味を含んでいたと論じて†、そこに積極的な意義を見出しつつ、次のよ
うに述べている。 
 
 問題を対人関係に置き移してみるとき、この私がいで立っている場所としての「あいだ」は、とり
もなおさず「人と人のあいだ」ということになる。「･･････自己が自己として自らを自覚しうるのは、
自己が自己ならざるもの
．．．．．．．．．．．
に出会ったその時においてでなくてはならない。･･････だから、自己と自己
ならざるものとの両者は、いわば同時
．．
に成立する。･･････自己と自己ならざるものの成立が同時であ
るということは、同時にこの両者を自らの中から成立せしめるなにものか
．．．．．
があるということである。
自己が自己ならざるものを生ぜしめるのでも、自己ならざるものが自己を生ぜしめるのでもない。
自己が自己ならざるものに出会った、まさにその時に、ぱっと火花が飛散るように、自己と自己なら
ざるものとがなにか
．．．
から生じる。･･････このな
．
にか
．．
が個人以前
．．．．
にある。･･････私はさしあたってこの
なにか
．．．
を《人と人との間》という言い方で表しておこうと思う」（『人と人との間』14、15頁）† †。 
 
 上の引用部分に続けて、木村は、「自己とか自分とかいわれることそれ自体が、私という個人
の内部にはなくて、私と他人との、総じて人と人との『あいだ』にあるのだということ、この
ことは決して形而上学的な理論ではない。何百年にもわたって独在論的な自我観を抱き続けて
きた西洋人はともかくとして、私たちは、日本人として、『自分』が『自分』の外にあるという
こと、そしてそのありかが『われ』と『ひと』との『あいだ』であるということを、このうえ
ない最高の現実として体験しているはずである†††」と、自らの主張を非西洋的（日本的）な
体験に引き付けて補強しているが、筆者は、これはむしろ余計なことと思うのである。 
 というのは、議論のとっかかりでは、彼は日本語の「あいだ」に相当する西洋語として、between
や zwischen を想定し、「あいだ（間）」と「あい（合、会、相、逢）」を重ね合わせて、そこに
２つあるいはそれ以上のものの集合・対面・合体・交流を見て、togetherや zusammenと照応さ
せるに至る。そこから、空白よりもその両側にあるものの結びつきに目を向け、前に記したよ
うに「連結」や「関係」へと想到するのであるが††††、「関係」を意味する relation という英
語自体にも、もともと木村の述べたいことが内在していると見うけられるのである。 
 
 
                                                          
† 木村敏「『あいだ』と『ま』」『自分ということ』ちくま学芸文庫、2008年所収、72-74ページ。 
††『同上書』82ページ。 
†††『同上書』83ページ。 
††††『同上書』71-75ページ。 
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* * * * 
 relation が独立の実体の間にある「関係」を表すというのは、「２つないしそれ以上の名辞
（terms）を結びつける命題（a proposition）ないし命題関数（a propositional function）の構成要
素」とか「ある事物（thing）と別の事物の間に存在する結びつき」といった意味†に近い。しか
し、それらの意味に relationが用いられるのは、19世紀も後半になってからである。 
 それ以前はどうだったかというと、「互いに比較・対照して考えられる諸事物の中に含まれて
いるそれらの事物の特徴ないし属性、･･･ある結びつき、照応、ないし連想されるもので、それ
らは諸事物の間に自然に存在するものとして考えられる。（That feature or attribute of things 
which is involved in considering them in comparison or contrast with each other ; ･･･ ; any connexion, 
correspondence, or association, which can be conceived as naturally existing between things.）」とあり、
「共通項」をむしろ意味していたのである（収録されている、この意味での用例は、1393年～
1879年までのもの）。 
 これは奇妙なことと思うには及ばない。 
 relation（relate）の語源であるラテン語の referre（re- 後へ＋ferre 運ぶ＝運び戻す）は、referの
語源でもある。そして、referは、「究極の原因、起源、（著者）ないし源としてのある人物ない
し物事へ（何事かを）辿り、割り当て、属させ、あるいは帰させること（To trace（back), assign, 
attribute, impute（something）to a person or thing as the ultimate cause, origin,（author,）or source.）」
（1374年～1871年の用例）であり、かつ「物事を、ないしは諸々の物事の類（class）をしかるべ
き場所に適切に包含ないしは包括されるものとして割り当てること(To assign to a thing, or class 
of things, as being properly included or comprehended in this.）」（1374年～1875年の用例）を意味し
ている。 
 「運び戻す（referre）」から発した relationと referは、当然のごとく「ある種の何か」で結ば
れているのである。その「何か」から派出した各々は、別の性格を帯びても「共通項」を有し
（relationがあり）、その「共通項」はある手続きによって思い出させられる（referされる）。
このことを、木村の言う「自己と自己ならざるものは同時に成立し、この両者を自らの中から
成立せしめるなにものかがある」ということと重ね合わせることは、ごく易しい。自己と自己
ならざるものは同時に成立し――すなわち、そこに relationがあり――、この両者を何ものかに
――すなわち、その relationへと――referすることができるのである。 
 
* * * * * 
 組織間関係（interorganization relation）は、「調整された活動のシステム」へと referすること
ができるし、おそらくは「調整された活動のシステム、すなわち調整された活動という要素か
らなるシステム」としての組織は、「調整された活動」ひいては「調整されつつあること」へと
refer することができる。同様に、企業は「財やサービスの生産活動」へと refer できるし、当
然のごとく、その活動に幾ばくかの賭金を積んでいるという relation において、性格の異なる
                                                          
† 特に注記しないかぎり、以後の「語」についての注釈は、Oxford English Dictionary (2nd ed.) による。 
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ステークホルダーが現出し、各ステークホルダーのステークホルダーたる所以は、その活動に
referすることによって明らかになるのである。 
 いくらか具体的に述べて、この稿を了えたい。企業は、「財やサービスの生産活動」へと帰せ
しめることができるのだが、その活動自体もいくつもの関係からなっている。可能性として、
いまだ現れていない「関係」があるゆえに、この関係をすべて挙げることはできない。したがっ
て、いくつかの例示にとどめざるをえないが、完成財（サービスを含む）の売買「関係」の中
から、販売者と消費者というステークホルダーが、原材料の売買「関係」の中から、原材料供
給者と製造者というステークホルダーが、資金の貸借「関係」の中から、債権者と債務者とい
うステークホルダーが、そして資金の出資かつ資本の保全「関係」の中から株主と法的な「会
社」というステークホルダーが、雇用「関係」の中から雇用者と被用者というステークホルダ
ーが現れるのである。このようなリストはまだまだ続く。このような関係の総体として「企業」
が在ると言えよう。 
